
日本医師会副会長 今村 聡

日本医師会における
都道府県での重症化予防の取組の進め方について

令和元年6月26日
第１４３回 市町村職員を対象とするセミナー
「国保・後期高齢者医療制度における

糖尿病性腎症重症化予防プログラムの改定について」

第１４３回市町村職員を対象とするセミナー
「国保・後期高齢者医療制度における糖尿病性腎症重症化予防プログラムの改定について」

令和元年６月26日（水） 資料４



Q1.
糖尿病対策推進会議を
知っていますか？
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平成１７年２月

日本医師会・日本糖尿病学会・日本糖尿病協会の三団体で設立

生活環境の変化や高齢化等により疾病構造が大きく変化し、生活習慣病が
増加している。
とくに糖尿病は、幅広い年齢層で発症し、さまざまな病態をおこす疾病に
も関わらず、自覚症状が乏しく放置されていたり、治療を中断することが
多い。

糖尿病対策の
推進

目標とする３つの柱
（1） かかりつけ医機能の充実と病診連携の推進
（2） 受診勧奨と事後指導の充実
（3） 糖尿病治療成績の向上
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日本糖尿病対策推進会議



ワーキンググループ
日本医師会

日本糖尿病学会
日本糖尿病協会
日本腎臓学会
日本眼科医会

他団体オブザーバー

地域の糖尿病対策推進会議
（47都道府県に設置されている）

【構成団体として】
歯科医師会
看護協会
薬剤師会
栄養士会
眼科医会
腎臓学会
など

日本糖尿病対策推進会議

日本医師会 日本糖尿病学会
日本歯科医師会 日本糖尿病協会

健保連 国保中央会 日本腎臓学会 日本眼科医会 日本看護協会
日本病態栄養学会 健康・体力づくり事業財団 日本健康運動指導士

日本糖尿病教育・看護学会 日本総合健診医学会 日本栄養士会 日本人間ドック学会
日本薬剤師会 日本理学療法士協会 日本臨床内科医会

都道府県医師会都道府県医師会 都道府県医師会都道府県医師会 都道府県医師会都道府県医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

郡市区
医師会
郡市区
医師会

幹事団体

構成団体

各専門家・関
連職種への働
きかけ、啓発
事業等

行 政
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都道府県において医療計画を策定
「医療体制構築に係る指針」

国の糖尿病対策と糖尿病対策推進会議の活用

Ⅰ）新健康フロンティア戦略
【内閣府・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省】

Ⅱ）糖尿病等の生活習慣病対策の
推進に関する検討会

【厚労省健康局生活習慣病対策室】

Ⅲ）医療法に基づく
医療計画

【厚労省医政局指導課】

メタボ対策、糖尿病予防のための国民運動の
展開、及び糖尿病合併症への移行の阻止に
おける日本糖尿病対策推進会議の活用

通
知

都道府県等において、糖尿病予
防対策の推進、医療体制の構築
に糖尿病対策推進会議の活用

（平成19年）

「検討を行う場合は、地域医師会等の医療関係団体、
現に糖尿病の診療に従事する者、住民、患者、市町村
等の各代表が参画する。また糖尿病対策推進会議を
活用すること。」

5疾病・5事業

・がん
・脳卒中
・急性心筋梗塞
・糖尿病
・精神疾患（H25追加）
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Q2.
日本健康会議を
知っていますか？
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◆発足：平成２７年７月１０日（金）

◆発起人：横倉義武（日本医師会長）、三村明夫（日本商工会議所会頭）

◆ 経済界 (日本経済団体連合会、日本商工会議所等)・医療関係団体 (日本医師会、日本歯科医師会
等)・自治体 (全国知事会、全国市長会等)のリーダーが手を携え、健康寿命の延伸とともに医療費の
適正化を図ることを目的として、自治体や企業、保険者における先進的な予防・健康づくりの取組
を全国に広げるための、民間主導の活動体

◆ 自治体や企業・保険者における先進的な取組を横展開するため、2020年までの数値目標(KPI)を入
れた「健康なまち・職場づくり宣言2020」を採択。

◆ この目標を着実に達成するため、
①取組ごとにワーキンググループを設置し、厚労省・経産省も協力して具体的な推進方策を検討し、
ボトルネックの解消や好事例の拡大を行う。
②「日本健康会議 ポータルサイト」を開設し、例えば、地域別や業界別などの形で取組状況を「見
える化」し、競争を促す。

日本健康会議2017（2017.8.23）

*日本健康会議（http://kenkokaigi.jp/index.html）

日本健康会議

取組の成果（「日本健康会議2018」活動報告より）

宣言２ かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り
組む自治体を800市町村、広域連合を24団体以上とする。
その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。

654市町村
14広域連合

2017

1,003
市 町村

31広域連合

2018

大幅ＵＰ
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Q3.
日本医師会

日本糖尿病対策推進会議
厚生労働省の三者で
締結した連携協定を
知っていますか？
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○日本医師会、日本糖尿病対策推進会議及び厚生労働省は「糖尿病
性腎症重症化予防プログラム」を速やかに定め、それに基づき次の取
組みを進める。

糖尿病性腎症重症化予防に係る連携協定の締結（平成28年3月24日）
国版糖尿病性腎症重症化予防プログラムの策定（平成29年4月20日）

趣 旨

•糖尿病性腎症重症化予防の取組を全国的に広げて
いくためには、各自治体、医師会が協働・連携で
きる体制の整備が必要。

•好事例：埼玉県では、都道府県レベルで、県庁等
が県医師会と協力して重症化予防プログラムを作
成し、取組を県内の市町村に広げている。

国版連携協定締結・プログラム策定

•好事例の全国的横展開を国レベルで支援する
観点から「厚労省・日本医師会・日本糖尿病
対策推進会議」の三者で、

○連携協力協定を締結（平成28年3月24日）
○糖尿病性腎症重症化予防プログラムを策定
（平成29年4月20日）

参加者（当時）
日本医師会横倉会長（糖尿病対策推進会議会
長を兼任）、日本糖尿病対策推進会議門脇副
会長（糖尿病学会理事長）、清野副会長（糖尿
病協会理事長）、堀副会長（日本歯科医師会会
長）、今村副会長（日本医師会副会長）、塩崎厚
生労働大臣

日本医師会 日本糖尿病対策推進会議 厚生労働省
・プログラムを都道府県医師
会や郡市区医師会へ周知
・かかりつけ医と専門医等と
の連携の強化など自治体等
との連携体制の構築への協
力

・プログラムを構成団体へ周
知
・国民や患者への啓発、医療
従事者への研修に努める
・自治体等による地域医療体
制の構築に協力

・プログラムを自治体等に周
知
・取組を行う自治体に対する
インセンティブの導入等
・自治体等の取組実績につい
て、分析及び研究の推進

連携協定の概要
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Q4.
地域医師会や

地域の糖尿病対策推進会議の
担当窓口を

知っていますか？
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11

市町村と都道府県糖尿病対策推進会議との連携状況

平成３０年１１月３０日厚生労働省第９回重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ資料より

11

平成３０年３月時点



12平成３０年１１月３０日
厚生労働省

第９回重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ資料より

12

平成３０年３月時点



かかりつけ医と地域の専門医との連携
かかりつけ医と地域の専門医との連携の上で行政と関係団体との連携が成立する

かかりつけ医

地域の
糖尿病・腎臓病専門医

かかりつけ
眼科医・歯科医 連 携

・専門医への紹介
・症状改善後の受入

行 政行 政

医師会医師会
生涯教育

地域の情報提供

必要に応じた多職種間の
連携

薬剤師、看護師・准看護師、管理栄養士、
医療ソーシャルワーカー、等

連携
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14

平成３０年１１月３０日厚生労働省第９回重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ
資料より

平成３０年３月時点
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15

平成３０年１１月３０日厚生労働省第９回重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ資料より

平成３０年３月時点
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16
16

平成３０年３月時点

平成３０年１１月３０日
厚生労働省第９回重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ資料より



地域における関係機関との連携ために

市町村等の行政のみで本事業を行うのではなく、
地域の医師会・専門医療機関・都道府県・糖尿病対策推進会議・国保連合会と

事業の枠組みについて問題意識を共有、合意形成を図り、
個々の患者の状況に応じた対応を確保して事業を進める

（国版糖尿病性腎症重症化予防プログラムより抜粋）

県医師会・郡市区医師
会が開催する、糖尿病
に関わる研修会・シン
ポジウム等に、行政か
らもアプローチし、参
加していただく

検討会・連絡会の開催
などで、地域の関係者
間で顔を合わせる機会

を設ける

事業の具体的な検討を
始める前に、医師会等
に地域の健康課題や事
業の狙いを情報提供し、
地域の関係者との協議

の場を持つ
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日本医師会による
都道府県糖尿病対策推進会議の活動状況調査

• 日本医師会より都道府県医師会に「糖尿病対策支援費」を提供す
るため、活動状況調査を毎年実施している。

• 調査内容
①会議名称、市町村単位での推進会議の設置状況
②参加団体名 ※幹事団体、構成団体、協力団体など
③今年度事業内容、行政からの働きかけの有無とその内容
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平成２９年度
調査結果

重症化予防事業（プログラムの策定等）、研修会等により行政から
働きかけがあったのは28都道府県にとどまっている。



国版糖尿病性腎症重症化予防プログラムの改定（平成31年4月25日）

保健指導において医師が関与する保険者が少ない
企画時には医師会と連携しているが運営・評価時の連携が不十分
推進会議等との連携が情報提供にとどまっている など

取り組みの質にばらつき

糖尿病性腎症重症化予防プログラム（平成３１年４月２５日改定）より抜粋

国・都道府県における動向等を
周知、郡市区医師会等への助言
会員等への周知、かかりつけ医
と専門医の連携強化、保健事業
のアドバイザーとして取り組み
を支援するなどの協力

構成団体への周知
医学的・科学的観点からの助言
市町村等との連携の窓口となる
責任者の周知
自治体の取り組みへの協力
地域住民や患者への啓発
医療従事者への研修に努める

地域医師会の役割

都道府県糖尿病対策推進会議の役割
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－今後の日本医師会（日本糖尿病対策推進会議）の活動に向けてー

都道府県糖尿病対策推進会議等の窓口（担当者）の明確化

• 担当者を明確にし、関係する自治体・組織と情報を共有、周知

• 取組の企画段階から評価時まで、継続的に行政と関連団体が相談し合え
る関係の構築

日本糖尿病対策推進会議総会の定期開催

• 厚生労働省を通じて、自治体担当者に対する出席の呼びかけ

医療機関と行政機関との連携について周知・啓発

• かかりつけ医・専門医等と行政との連携体制が構築されるよう、医療関
係団体による周知・啓発
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紹介：糖尿病性腎症重症化予防プログラムプロモーションビデオ（京都府医師会）
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